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報告のレジメ

１、新世帯類型開発の動機と目的

２、新世帯類型の内容

３、新世帯類型開発の効果

４、時系列分析の結果

５、まとめ

＜本研究で使用したミクロデータ＞

1980年、1990年、2000年、2010年

国勢調査抽出詳細集計用ミクロデータ
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１、新世帯類型開発の動機と目的
１）新世帯類型開発の動機（１つ目）

3

世帯の家族類型 普通世帯数 割合

総数 26,856,356 100.0%

Ａ　親族世帯　（世帯主と親族関係にある人がいる世帯） 23,868,838 88.9%

　Ⅰ　核家族世帯 17,049,160 63.5%

　　(1) 夫婦のみの世帯 2,955,083 11.0%

　　(2) 夫婦と子供からなる世帯 12,375,131 46.1%

　　(3) 男親と子供からなる世帯 249,845 0.9%

　　(4) 女親と子供からなる世帯 1,469,101 5.5%

　Ⅱ　その他の親族世帯 6,819,678 25.4%

　　(5) 夫婦と両親からなる世帯 111,532 0.4%

　　(6) 夫婦とひとり親からなる世帯 240,743 0.9%

　　(7) 夫婦と子供と両親からなる世帯 1,236,666 4.6%

　  (8) 夫婦と子供とひとり親からなる世帯 2,424,858 9.0%

　  (9) 夫婦と他の親族（親・子供を含まない）からなる世帯 135,014 0.5%

　　(10) 夫婦・子供と他の親族（親を含まない）からなる世帯 589,318 2.2%

　　(11) 夫婦・親と他の親族（子供を含まない）からなる世帯 248,506 0.9%

　　(12) 夫婦・子供・親と他の親族からなる世帯 1,185,581 4.4%

　　(13) 他に分類されない親族世帯 647,460 2.4%

Ｂ　非親族世帯　（世帯主と親族関係にない人のみからなる世帯） 99,375 0.4%

Ｃ　単独世帯 2,888,143 10.8%

用語の解説：親族世帯は、原則として世帯内の最も若い世代の夫婦とその他の親族世帯員との
関係によって区分している。

表２　世帯の家族類型（15区分）別普通世帯数及び割合－全国（1970年（昭和45年））

１、新世帯類型開発の動機と目的
１） 新世帯類型開発の動機

① 世帯の家族構成が一目で分かる世帯分類はできないだろう
か。これが１つ目の動機である。

② もう一つは、国の統計調査は、行政施策の基礎資料を得る
ために行っているものであるが、その結果は民間でも活用され
ている。

国勢調査の結果として公表されている「男女、年齢別人口」を
始めとした個人属性別の統計は、企業における商品・サービス
の企画や、その販売といった、企業戦略立案の基礎資料として
も利用されている。「そういうことなら、世帯統計もそれに一役買
うことができる」と私は思った。その理由は、個人消費の対象を
把握していたからである。これが、２つ目の動機である。
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１、新世帯類型開発の動機と目的
１） 新世帯類型開発の動機（２つ目）

個人消費の対象

個人の消費には、自分のためだけの消費のほかに、
家族のため、あるいは家族と一緒に行うための消費も
あり、個人が属する「世帯の家族構成」も個人の消費に
少なからず影響を及ぼしている。

ならば、「世帯の家族構成別の世帯数や世帯人員」
を提供してあげれば、個人消費のための商品・サービ
スのより良い品揃えのための情報を与えることになる
ではないか。
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１、新世帯類型開発の動機と目的
２） 新世帯類型開発の目的

① 世帯の家族構成が一目で分かる世帯分類

② 個人消費の活性化に寄与し得る世帯分類

③ 上記の２つを満たす世帯分類を作る。
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・国勢調査における続柄と親族の種類（2010年）

7

続  柄

①　世帯主または代表者

②　世帯主の配偶者

③　子

④　子の配偶者

⑤　孫

⑥　世帯主の父母

⑦　世帯主の配偶者の父母

⑧　祖父母

⑨　兄弟姉妹

⑩　他の親族

⑪　住み込みの雇人

⑫　その他
非親族

親族の種類

直
系
親
族

親
族

傍
系

親
族

把握しようとしている
のは

世帯の家族構成

||

当該世帯の

今の在り様

１、新世帯類型開発の動機と目的
１） 新世帯類型開発の動機（１つ目）（再掲）

8

世帯の家族類型 普通世帯数 割合

総数 26,856,356 100.0%

Ａ　親族世帯　（世帯主と親族関係にある人がいる世帯） 23,868,838 88.9%

　Ⅰ　核家族世帯 17,049,160 63.5%

　　(1) 夫婦のみの世帯 2,955,083 11.0%

　　(2) 夫婦と子供からなる世帯 12,375,131 46.1%

　　(3) 男親と子供からなる世帯 249,845 0.9%

　　(4) 女親と子供からなる世帯 1,469,101 5.5%

　Ⅱ　その他の親族世帯 6,819,678 25.4%

　　(5) 夫婦と両親からなる世帯 111,532 0.4%

　　(6) 夫婦とひとり親からなる世帯 240,743 0.9%

　　(7) 夫婦と子供と両親からなる世帯 1,236,666 4.6%

　  (8) 夫婦と子供とひとり親からなる世帯 2,424,858 9.0%

　  (9) 夫婦と他の親族（親・子供を含まない）からなる世帯 135,014 0.5%

　　(10) 夫婦・子供と他の親族（親を含まない）からなる世帯 589,318 2.2%

　　(11) 夫婦・親と他の親族（子供を含まない）からなる世帯 248,506 0.9%

　　(12) 夫婦・子供・親と他の親族からなる世帯 1,185,581 4.4%

　　(13) 他に分類されない親族世帯 647,460 2.4%

Ｂ　非親族世帯　（世帯主と親族関係にない人のみからなる世帯） 99,375 0.4%

Ｃ　単独世帯 2,888,143 10.8%

用語の解説：親族世帯は、原則として世帯内の最も若い世代の夫婦とその他の親族世帯員との
関係によって区分している。

表２　世帯の家族類型（15区分）別普通世帯数及び割合－全国（1970年（昭和45年））
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・家族構成の種類（＝区分）の数

9

祖父母 父母 世帯主
世帯主の
配偶者

子
子の

配偶者
孫 兄弟姉妹 他の親族

住み込み
の雇人

その他

0：いない 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1：いる 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 区分 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 　１，０２４

祖父母夫婦 父母夫婦 孫夫婦
兄弟姉妹

夫婦
他の親族

夫婦
住み込み
の雇人

その他

0：いない 0 0 0 0 0 0

1:一人いる 1 1 1 1 1 1

2：夫婦がいる 2 2 2 2

3 区分 3 3 3 3 2 2 　５，８３２

注）父母には、「世帯主の父母」と「世帯主の配偶者の父母」を含む。

　区分の数

　区分の数

子供夫婦

0

親　族 非親族

1

2

3

世帯主夫婦

1

2

2

・世帯主を基点とすると

10

①両親のどちらかが世帯主の場合：「世帯主夫婦と子供から成る世帯」

②子供のどちらかが世帯主の場合：「世帯主、両親と兄弟姉妹から成る世帯」

両親

子供２人

　　　　　「世帯主を基点」とすると、世帯主に誰がなるかによって世帯の構成の表現は変わり、
             つれて分類される世帯の区分も異なる。＝ 区分の数は多くなる。

両親 ①両親のどちらかが世帯主の場合：「世帯主夫婦と子供夫婦から成る世帯」

子供夫婦 ②子供夫婦のどちらかが世帯主の場合：「世帯主夫婦と両親から成る世帯」
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・最も若い世代の夫婦を基点とすると

11

「夫婦と両親から成る世帯」
両親

子供夫婦

「夫婦と子供から成る世帯」（夫婦が一組しかいなければ、それが
最も若い世代の夫婦となる。）

　　　　　最も若い世代の夫婦を基点とすると、同じ構造の世帯が異なる区分に
           分類されることはない。＝ 区分の数は少なくて済む。

両親

子供２人

・家族類型（16区分）の分類区分

12

世帯の家族類型 一般世帯数 割合

総数 51,843,690 100.0%

Ａ　親族のみの世帯　（世帯主と親族関係にある人のみから成る世帯） 34,526,310 66.6%

　Ⅰ　核家族世帯 29,225,380 56.4%

   　　(1) 夫婦のみの世帯 10,253,150 19.8%

 　  　(2) 夫婦と子供から成る世帯 14,438,390 27.8%

　   　(3) 男親と子供から成る世帯 666,780 1.3%

 　  　(4) 女親と子供から成る世帯 3,867,060 7.5%

　Ⅱ　核家族以外の世帯 5,300,930 10.2%

　   　(5) 夫婦と両親から成る世帯 230,400 0.4%

   　　(6) 夫婦とひとり親から成る世帯 729,510 1.4%

 　  　(7) 夫婦，子供と両親から成る世帯 923,740 1.8%

   　  (8) 夫婦，子供とひとり親から成る世帯 1,514,640 2.9%

　     (9) 夫婦と他の親族（親，子供を含まない）から成る世帯 123,120 0.2%

　  　(10) 夫婦，子供と他の親族（親を含まない）から成る世帯 431,430 0.8%

  　　(11) 夫婦，親と他の親族（子供を含まない）から成る世帯 105,810 0.2%

　  　(12) 夫婦，子供，親と他の親族から成る世帯 348,590 0.7%

  　　(13) 兄弟姉妹のみから成る世帯 311,100 0.6%

　  　(14) 他に分類されない世帯 582,600 1.1%

Ｂ　非親族を含む世帯　（世帯主と親族関係にない人がいる世帯） 452,710 0.9%

Ｃ　単独世帯 16,778,530 32.4%

用語の解説：親族のみの世帯は、原則として世帯内の最も若い世代の夫婦とその他の親族世帯員と
の関係によって区分している。

表２－２　世帯の家族類型（16区分）別一般世帯数及び割合－全国（2010年（平成22年））
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・家族類型が「世帯内の最も若い世代の夫婦を基点と
する世帯構成」を採用した結果

区分の数を少なく抑えることができたが、生活実態の異なる

世帯が同じ世帯区分に分類されることとなった。これは、「個人
消費」と「世帯の家族構成」との相関を把握しようする場合、致
命的ともいえる欠陥である。

［参考までに］

現在の家族類型は、米国の1960年（昭和35年）と1970年（昭
和45年）人口センサスの結果にもない、世帯の家族構成を表す

分類としては、セオリーとはかけ離れた特異な世帯分類であ
る。

13

・これからの世帯分類

「(2) 夫婦と子供から成る世帯」である「世帯主夫婦と子供から

成る世帯」の世帯主が老い、子供の方が世帯主である「世帯主
と両親から成る世帯」になっても、現在の家族類型では区分は
同じである。外見上の構造は同じでも、年月の経過とともに世
帯の在り様は変わって行く。だが、現在の家族類型はこうした
変化を把握できず、家族類型別世帯数は世帯の今を反映して
いない。

消費という生活行動は、世帯の今の在り様の下に行われてお
り、個人消費という観点から世帯の分類を考えたとき、現在の
家族類型とは異なる、もう一つの家族類型が必要であることに
気付く。世帯の今の在り様を表す、世帯の申告による家族構成
に基づいて世帯の構成を分類したのが「新世帯類型」である。

14
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２、新世帯類型の内容（５世代世帯）

15

大分類 中分類 亜中分類 小分類　※ 2010年世帯数

親族世帯 ５世代世帯 世帯主３世代目    (1)  世帯主夫婦と子供夫婦と孫と親と祖父母がいる世帯 180

   (2)  世帯主夫婦と子供と孫と親と祖父母がいる世帯 60

   (3)  世帯主夫婦と子供夫婦と孫と祖父母がいる世帯 140

   (4)  世帯主夫婦と子供と孫と祖父母がいる世帯 80

   (5)  世帯主夫婦と孫と親と祖父母がいる世帯 －

   (6)  世帯主夫婦と孫と祖父母がいる世帯 －

   (7)  世帯主と子供夫婦と孫と親と祖父母がいる世帯 20

   (8)  世帯主と子供と孫と親と祖父母がいる世帯 10

   (9)  世帯主と子供夫婦と孫と祖父母がいる世帯 60

  (10)  世帯主と子供と孫と祖父母がいる世帯 20

  (11)  世帯主と孫と親と祖父母がいる世帯 20

  (12)  世帯主と孫と祖父母がいる世帯 －

※　親族世帯は、世帯主と直系親族世帯員との関係によって区分している。

・新世帯類型作成のポイント

16

続  柄

①　世帯主または代表者

②　世帯主の配偶者

③　子

④　子の配偶者

⑤　孫

⑥　世帯主の父母

⑦　世帯主の配偶者の父母

⑧　祖父母

⑨　兄弟姉妹

⑩　他の親族

⑪　住み込みの雇人

⑫　その他
非親族

親族の種類

直
系
親
族

親
族

傍
系

親
族

新世帯類型作成のポイント

１、親族がいる世帯は、直系親族の構成によっ
て世帯を分類した。（傍系親族がいる世帯は少
ない。）
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・直系親族の構成の把握のしかた

17

世帯員

祖父母 父母 世帯主
世帯主の
配偶者

子
子の

配偶者
孫 兄弟姉妹 他の親族

住み込み
の雇人

その他

　世帯員A 1

　世帯員B 1

　世帯員C 1

　世帯員D 1

　世帯員E 1

　世帯員F 1

　世帯員G 1

続柄別
世帯人員Σ

0 2 1 1 1 1 0 1 0 0 0 　３

注）父母には、「世帯主の父母」と「世帯主の配偶者の父母」を含む。

　同居世代
　の数

傍系親族直系親族 非親族

・新世帯類型作成のポイント

18

続  柄

①　世帯主または代表者

②　世帯主の配偶者

③　子

④　子の配偶者

⑤　孫

⑥　世帯主の父母

⑦　世帯主の配偶者の父母

⑧　祖父母

⑨　兄弟姉妹

⑩　他の親族

⑪　住み込みの雇人

⑫　その他
非親族

親族の種類

直
系
親
族

親
族

傍
系

親
族

新世帯類型作成のポイント

１、親族がいる世帯は、直系親族の構成によっ
て世帯を分類した。（傍系親族がいる世帯は少
ない。）

２、夫婦の有無については、どの続柄の夫婦ま
で反映させるか。

１） すべての世帯について、「世帯主夫婦」と

「子供夫婦」の有無を反映させる。（続柄には、
②「世帯主の配偶者」と④「子の配偶者」が設け
られている。）
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２、新世帯類型の内容（５世代世帯）（再掲）

19

大分類 中分類 亜中分類 小分類　※ 2010年世帯数

親族世帯 ５世代世帯 世帯主３世代目    (1)  世帯主夫婦と子供夫婦と孫と親と祖父母がいる世帯 180

   (2)  世帯主夫婦と子供と孫と親と祖父母がいる世帯 60

   (3)  世帯主夫婦と子供夫婦と孫と祖父母がいる世帯 140

   (4)  世帯主夫婦と子供と孫と祖父母がいる世帯 80

   (5)  世帯主夫婦と孫と親と祖父母がいる世帯 －

   (6)  世帯主夫婦と孫と祖父母がいる世帯 －

   (7)  世帯主と子供夫婦と孫と親と祖父母がいる世帯 20

   (8)  世帯主と子供と孫と親と祖父母がいる世帯 10

   (9)  世帯主と子供夫婦と孫と祖父母がいる世帯 60

  (10)  世帯主と子供と孫と祖父母がいる世帯 20

  (11)  世帯主と孫と親と祖父母がいる世帯 20

  (12)  世帯主と孫と祖父母がいる世帯 －

※　親族世帯は、世帯主と直系親族世帯員との関係によって区分している。

（４世代世帯）

20

大分類 中分類 亜中分類 小分類　※ 2010年世帯数

親族世帯 ４世代世帯 世帯主２世代目   (13)  世帯主夫婦と子供夫婦と孫と親がいる世帯 106,520

  (14)  世帯主夫婦と子供と孫と親がいる世帯 33,230

  (15)  世帯主夫婦と孫と親がいる世帯 2,040

  (16)  世帯主と子供夫婦と孫と親がいる世帯 13,560

  (17)  世帯主と子供と孫と親がいる世帯 7,130

  (18)  世帯主と孫と親がいる世帯 790

世帯主３世代目   (19)  世帯主夫婦と子供夫婦と親と祖父母がいる世帯 60

  (20)  世帯主夫婦と子供と親と祖父母がいる世帯 19,860

  (21)  世帯主夫婦と子供夫婦と祖父母がいる世帯 30

  (22)  世帯主夫婦と子供と祖父母がいる世帯 7,110

  (23)  世帯主と子供夫婦と親と祖父母がいる世帯 －

  (24)  世帯主と子供と親と祖父母がいる世帯 1,810

  (25)  世帯主と子供夫婦と祖父母がいる世帯 10

  (26)  世帯主と子供と祖父母がいる世帯 1,350

※　親族世帯は、世帯主と直系親族世帯員との関係によって区分している。
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（３世代世帯）

21

大分類 中分類 亜中分類 小分類　※ 2010年世帯数

親族世帯 ３世代世帯 世帯主１世代目   (27)  世帯主夫婦と子供夫婦と孫がいる世帯 737,590

  (28)  世帯主夫婦と子供と孫がいる世帯 335,140

  (29)  世帯主夫婦と孫がいる世帯 51,980

  (30)  世帯主と子供夫婦と孫がいる世帯 261,650

  (31)  世帯主と子供と孫がいる世帯 200,540

  (32)  世帯主と孫がいる世帯 52,720

世帯主２世代目   (33)  世帯主夫婦と子供夫婦と両親がいる世帯 2,540

  (34)  世帯主夫婦と子供夫婦とひとり親がいる世帯 14,500

  (35)  世帯主夫婦と子供と両親がいる世帯 300,440

  (36)  世帯主夫婦と子供とひとり親がいる世帯 1,331,800

  (37)  世帯主と子供夫婦と両親がいる世帯 210

  (38)  世帯主と子供夫婦とひとり親がいる世帯 2,860

  (39)  世帯主と子供と両親がいる世帯 31,460

  (40)  世帯主と子供とひとり親がいる世帯 214,460

世帯主３世代目   (41)  世帯主夫婦と両親と祖父母がいる世帯 630

  (42)  世帯主夫婦とひとり親と祖父母がいる世帯 2,140

  (43)  世帯主夫婦と祖父母がいる世帯 1,680

  (44)  世帯主と両親と祖父母がいる世帯 1,590

  (45)  世帯主とひとり親と祖父母がいる世帯 10,700

  (46)  世帯主と祖父母がいる世帯 7,370

※ 親族世帯は、世帯主と直系親族世帯員との関係によって区分している。

新世帯類型作成のポイント

１） すべての世帯について、「世帯主夫婦」と

「子供夫婦」の有無を反映させる。（続柄には、
②「世帯主の配偶者」と④「子の配偶者」が設け
られている。）

・新世帯類型作成のポイント

22

続  柄

①　世帯主または代表者

②　世帯主の配偶者

③　子

④　子の配偶者

⑤　孫

⑥　世帯主の父母

⑦　世帯主の配偶者の父母

⑧　祖父母

⑨　兄弟姉妹

⑩　他の親族

⑪　住み込みの雇人

⑫　その他
非親族

親族の種類

直
系
親
族

親
族

傍
系

親
族 ２） ３世代世帯以下の世帯については、続柄

「父母」についても夫婦か否かを反映させる。

１、親族がいる世帯は、直系親族の構成によっ
て世帯を分類した。（傍系親族がいる世帯は少
ない。）

２、夫婦の有無については、どの続柄の夫婦ま
で反映させるか。
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直系親族の区分の数

23

祖父母 父母 世帯主
世帯主の
配偶者

子
子の

配偶者
孫 兄弟姉妹 他の親族

住み込み
の雇人

その他

 0：いない 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 1：いる 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2

祖父母 父母夫婦 孫 兄弟姉妹 他の親族
住み込み
の雇人

その他

 0：いない 0 0 0

 1:一人いる 1 1 1

 2：夫婦がいる 2

2 3 2 　７２

注）父母には、「世帯主の父母」と「世帯主の配偶者の父母」を含む。

1

2

3

世帯主夫婦

1

2

2

　直系親族の
　区分の数

子供夫婦

0

傍系親族直系親族 非親族

（２世代世帯・１世代世帯）

24

大分類 中分類 亜中分類 小分類・細分類　※ 2010年世帯数

親族世帯 ２世代世帯 世帯主１世代目   (47)  世帯主夫婦と子供夫婦がいる世帯 174,240

  (48)  世帯主夫婦と子供がいる世帯 14,419,660

  (49)  世帯主と子供夫婦がいる世帯 104,100

  (50)  世帯主と子供がいる世帯 3,791,200

世帯主２世代目   (51)  世帯主夫婦と両親がいる世帯 77,030

  (52)  世帯主夫婦とひとり親がいる世帯 657,110

  (53)  世帯主と両親がいる世帯 78,730

  (54)  世帯主とひとり親がいる世帯 790,830

１世代世帯   (55)  世帯主夫婦がいる世帯 10,316,380

  (56)  世帯主と傍系親族から成る世帯 360,990

  (56)-2　うち、兄弟姉妹から成る世帯 312,360

親族・非親族同居世帯 106,980

非親族世帯 345,730

単独世帯   (57)　世帯主（男性） 8,807,710

  (58)　世帯主（女性） 7,970,820

（別掲）

核家族世帯   (48)-2  うち、世帯主夫婦と子供から成る世帯 14,361,230

  (50)-2　うち、世帯主（男性）と子供から成る世帯 630,450

  (50)-3　うち、世帯主（女性）と子供から成る世帯 3,127,900

  (55)-2　うち、世帯主夫婦のみの世帯 10,253,150

※ 親族世帯は、世帯主と直系親族世帯員との関係によって区分している。
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（全体の構成：統計表では、５世代世帯は一つにまとめる。）

25

大分類 中分類 亜中分類 小分類 細分類 2010年世帯数

親族世帯 34,526,310

５世代世帯 １区分 570

４世代世帯 世帯主２世代目 ６区分 163,260

世帯主３世代目 ８区分 30,230

３世代世帯 世帯主１世代目 ６区分 1,639,620

世帯主２世代目 ８区分 1,898,260

世帯主３世代目 ６区分 24,110

２世代世帯 世帯主１世代目 ４区分 ３区分 18,489,200

世帯主２世代目 ４区分 1,603,700

１世代世帯 ２区分 ２区分 10,677,370

親族・非親族同居世帯 １区分 106,980

非親族世帯 １区分 345,730

単独世帯 ２区分 16,778,530

（別掲：細分類の中から４区分を取り出し、「核家族世帯」として別掲）

核家族世帯 ４区分 28,372,730

親族世帯は、世帯主と直系親族世帯員との関係によって区分している。

新世帯類型

（1980年～2010年）

親族世帯

親族・非親族同居世帯

非親族世帯

単独世帯

・新世帯類型の大分類は、なぜ４区分なのか？

26

家族類型

（1970年～2005年）

親族世帯

非親族世帯

単独世帯

家族類型

（2010年～）

親族のみの世帯

非親族を含む世帯

単独世帯

親族・非親族同居世帯

新世帯類型の大分類は、家族類型の大分類と比較可能性を確保できるように設計してい
る。



14

３、新世帯類型開発の効果

１）区分名による世帯の家族構成の理解が容易であり、生活実態の
異なる世帯が同じ世帯区分に分類されるということがない新世帯類
型別世帯数によって、「個人消費」と「世帯の家族構成」の相関を把
握することが可能になる。

２）国勢調査の結果として集計・公表されている「男女、年齢別人口」
を始めとする個人属性別人口のみを根拠とした従来の品揃えに対
し、世帯の家族構成別世帯数・世帯人員という観点も加味した品揃え
へと、品揃えの改革が始まり、経済活動の効率化が促進される。

３）世帯の家族構成別世帯数・世帯人員という新しい統計情報が、供
給サイドにニューマーケット開拓のヒントを与えて、個人消費の活性
化に寄与することが期待される。

27

報告のレジメ（再掲）

１、新世帯類型開発の動機と目的

２、新世帯類型の内容

３、新世帯類型開発の効果

４、時系列分析の結果

５、まとめ

これで、① 家族構成が一目で分かる世帯分類、② 個人消費の

活性化に寄与し得る世帯分類、その２つを満たす世帯分類を作
るという目的は、具体の統計値を得たことにより達成された。

28
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４、時系列分析の結果

配布資料「表１ 新世帯類型別一般世帯数（時系列）」をみると、世帯

数が増加している区分については、段階的に増加し、世帯数が減少
している区分については、段階的に減少していることが分かる。結
果、1980年から2010年に至る30年の間に、世帯の家族構成別分布

に大きな変化が起こっていたことが分かった。新世帯類型の個々の
区分の内容はシンプルであり、シンプルであるが故に、分布の変化を
素直に受け止めることができる。

（１）同居世代の数別世帯数の割合が変化

（２）新世帯類型による核家族世帯の構造別割合が変化

（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因

（４）減少する３世代世帯の中にあって、増加している世帯とは？

（５）急増した非親族世帯の中身

29

（１）同居世代の数別世帯数の推移

30

倍率

1980年 2010年
1980年

～
2010年

総数 35,821,270 51,843,690 1.45

A　親族世帯 28,493,320 34,526,310 1.21

　　　　５世代世帯 740 570 0.77

　　　　４世代世帯 340,430 193,500 0.57

　　　　３世代世帯 5,439,040 3,561,990 0.65

　　　　２世代世帯 17,954,460 20,092,890 1.12

　　　　１世代世帯 4,758,650 10,677,370 2.24

B　親族・非親族同居世帯 169,750 106,980 0.63

C　非親族世帯 61,480 345,730 5.62

D　単独世帯 7,096,720 16,778,530 2.36

（別掲）

　核家族世帯 21,100,650 28,372,730 1.34

表３　新世帯類型（中分類）別一般世帯数－全国（1980年、2010年）

注）総数には、新世帯類型不詳を含む。

新世帯類型
（中分類）

世帯数
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（１）同居世代の数別世帯数の割合

31

図1 新世帯類型（中分類）別一般世帯数の割合－全国（1980年、2010年）

世帯総数
3,582万世帯

世帯総数
5,184万世帯

• 単独世帯、１世代世帯が増加

• 3世代世帯が減少

親族世帯：

４世代世帯,0.37

親族世帯：

４世代世帯,0.95

親族世帯：

３世代世帯,6.87

親族世帯：

３世代世帯, 
15.18

親族世帯：

２世代世帯, 
38.76

親族世帯：

２世代世帯, 
50.12

親族世帯：

１世代世帯, 
20.60

親族世帯：

１世代世帯, 
13.28

親族・非親族同居世

帯, 0.21

親族・非親族同居世

帯, 0.47非親族世帯, 0.67

非親族世帯, 0.17

単独世帯,
32.36

単独世帯,
19.81

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

1980年

（２）新世帯類型による核家族世帯数の推移

32

倍率

1980年 2010年
1980年～
2010年

総数 21,100,650 28,372,730 1.34

　世帯主夫婦と子供から成る世帯 14,980,160 14,361,230 0.96

　世帯主（男性）と子供から成る世帯 275,720 630,450 2.29

　世帯主（女性）と子供から成る世帯 1,403,210 3,127,900 2.23

　世帯主夫婦のみの世帯 4,441,560 10,253,150 2.31

親族世帯に占める核家族世帯の割合 74.05% 82.18%

新世帯類型（細分類）

世帯数

表４　新世帯類型（細分類）別核家族世帯数－全国（1980年、2010年）
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世帯主夫婦と

子供から成る

世帯, 50.62 

世帯主夫婦と

子供から成る

世帯, 70.99 

世帯主（男性）と子供

から成る世帯, 2.22 

世帯主（男性）と子供

から成る世帯, 1.31 

11.02 

6.65 

世帯主夫婦

のみの世帯, 
36.14 

世帯主夫婦

のみの世帯, 
21.05 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

1980年

（２）新世帯類型による核家族世帯の構造別割合

• 1980年から2010年にかけて親族世帯の核家族化が進行

• 「世帯主夫婦のみの世帯」、「世帯主（女性）と子供から成る世帯」が増加

33

図2 新世帯類型（細分類）別核家族世帯数の割合－全国（1980年、2010年）

親族世帯に
占める核家
族世帯の割
合 74.05％

同 82.18％

世帯主（女性）と
子供から成る世帯

（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因①
－世帯主夫婦のみの世帯－（1/2）

34

表５ 妻の年齢（５歳階級（45歳以上10歳階級））別世帯主夫婦のみの世帯数
及び寄与度－全国（1980年・2010年）

1980年 2010年

　　総数 4,441,560 10,253,150 130.8%

24歳以下 305,640 85,130 -5.0%

25～29歳 480,000 426,620 -1.2%

30～34歳 260,550 546,050 6.4%

35～39歳 162,270 488,420 7.3%

40～44歳 193,690 382,020 4.2%

45～54歳 1,081,160 977,440 -2.3%

55～64歳 1,282,000 2,877,300 35.9%

65～74歳 584,990 3,014,950 54.7%

75歳以上 91,260 1,455,230 30.7%

妻の年齢
世帯数

増加率 寄与度
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（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因①
－世帯主夫婦のみの世帯－（2/2）

35

0.83

6.88

4.16

10.81

5.33

5.87

4.76

3.65

3.73

4.36

9.53

24.34

28.06

28.86

29.41

13.17

14.19

2.05

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2010年

1980年

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～54歳 55～64歳 65～74歳 75歳以上

図３ 妻の年齢（５歳階級（45歳以上10歳階級））別世帯主夫婦のみの世帯の割合
－全国（1980年・2010年）

（（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因②
－世帯主夫婦と子供から成る世帯－（1/3）

36

表６ 妻の年齢（５歳階級（45歳以上10歳階級））別世帯主夫婦と子供から成る
世帯数及び寄与度－全国（1980年・2010年）

1980年 2010年

  　総数 14,980,160 14,361,230 -4.1%

24歳以下 303,300 141,690 -1.1%

25～29歳 1,830,310 660,510 -7.8%

30～34歳 3,075,690 1,545,070 -10.2%

35～39歳 2,788,550 2,283,620 -3.4%

40～44歳 2,424,850 2,076,820 -2.3%

45～54歳 3,318,770 3,277,650 -0.3%

55～64歳 1,026,500 2,645,190 10.8%
65～74歳 192,200 1,303,900 7.4%

75歳以上 20,000 426,770 2.7%

妻の年齢 増加率 寄与度
世帯数
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（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因②
－世帯主夫婦と子供から成る世帯－（2/3）

37

1980年 1990年 2000年 2010年

　55～64歳 1,026,500 1,634,940 2,305,750 2,645,190

　　子供に配偶関係「未婚」の者がいる 98.0% 96.3% 97.2% 97.5%

　65～74歳 192,190 369,290 756,210 1,303,900

　　子供に配偶関係「未婚」の者がいる 91.9% 90.5% 90.2% 92.8%

　75歳以上 19,990 60,300 164,240 426,770

　　子供に配偶関係「未婚」の者がいる 74.4% 79.5% 79.8% 83.4%

妻の年齢階級

世帯数及び割合

表７　妻の年齢（10歳階級）別世帯主と子供から成る世帯数、及びうち子供に未婚の者がいる世帯の割合
　　　（妻の年齢55歳以上の世帯）－全国（1980年、1990年、2000年、2010年）

（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因②
－世帯主夫婦と子供から成る世帯－（3/3）

38

図４ 妻の年齢（５歳階級（45歳以上10歳階級））別世帯主夫婦と子供から成る
世帯の割合－全国（1980年・2010年）

0.99

2.02

4.60

12.22

10.76

20.53

15.90

18.61

14.46

16.19

22.82

22.15

18.42

6.85

9.08

1.28

2.97

0.13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2010年

1980年

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～54歳 55～64歳 65～74歳 75歳以上
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（３）核家族世帯の構造別分布の変化の要因③
－世帯主と子供から成る世帯－

39

表８ 世帯主と子供から成る世帯数、及びうち世帯主の配偶関係が死別または
離別の世帯の割合－全国（1980年、1990年、2000年、2010年）

1980年 1990年 2000年 2010年

　世帯主（男性）と子供から成る世帯 275,720 398,000 504,010 630,450

　　　世帯主の配偶関係は「死別」 54.0% 49.9% 51.9% 49.4%

　　　世帯主の配偶関係は「離別」 26.0% 31.8% 31.9% 28.9%

　世帯主（女性）と子供から成る世帯 1,403,210 1,853,270 2,407,020 3,127,900

　　　世帯主の配偶関係は「死別」 51.0% 42.6% 39.8% 36.3%

　　　世帯主の配偶関係は「離別」 26.0% 34.9% 38.6% 37.8%

世帯主の配偶関係

世帯数

（４）減少する３世代世帯の中にあって、増加している
世帯とは？（1/3）

40

倍率

1980年 1990年 2000年 2010年
1980年

～
2010年

（３世代世帯） 5,439,040 5,302,390 4,555,430 3,561,990 0.65

（３世代世帯・世帯主１世代目） 2,110,850 2,137,020 1,940,390 1,639,620 0.78

(28) 世帯主夫婦と子供と孫がいる世帯 126,840 184,230 253,650 335,140 2.64

(31) 世帯主と子供と孫がいる世帯 80,460 104,000 146,100 200,540 2.49

（３世代世帯・世帯主２世代目） 3,302,020 3,138,390 2,587,880 1,898,260 0.57

(39) 世帯主と子供と両親がいる世帯 21,220 28,800 29,590 31,460 1.48

(40) 世帯主と子供とひとり親がいる世帯 174,940 198,340 212,050 214,460 1.23

新世帯類型

世帯数（実数）

表９　世帯数が増加している３世代世帯の小分類別一般世帯数－全国（1980年、1990年、2000年、2010年）
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（４）減少する３世代世帯の中にあって、増加している
世帯とは？（2/3）

41

1980年 1990年 2000年 2010年

（３世代世帯） 5,439,040 5,302,390 4,555,430 3,561,990

（３世代世帯・世帯主１世代目） 2,110,850 2,137,020 1,940,390 1,639,620

(28) 世帯主夫婦と子供と孫がいる世帯 126,840 184,230 253,650 335,140

子供に配偶関係「離婚」の者がいる 42.2% 49.9% 56.1% 61.2%

(31) 世帯主と子供と孫がいる世帯 80,460 104,000 146,100 200,540

子供に配偶関係「離婚」の者がいる 42.6% 49.9% 57.1% 61.2%

新世帯類型

世帯数

表10-1　世帯主夫婦と子供と孫がいる世帯数、及びうち子供に離婚の者がいる世帯の割合、
　　　　世帯主と子供と孫がいる世帯数、及びうち子供に離婚の者がいる世帯の割合
　　　　－全国（1980年、1990年、2000年、2010年）

（４）減少する３世代世帯の中にあって、増加している
世帯とは？（3/3）

42

1980年 1990年 2000年 2010年

（３世代世帯・世帯主２世代目） 3,302,020 3,138,390 2,587,880 1,898,260

(39) 世帯主と子供と両親がいる世帯 21,220 28,800 29,590 31,460

世帯主に配偶関係「離婚」の者がいる 33.0% 42.6% 48.8% 56.0%

(40) 世帯主と子供とひとり親がいる世帯 174,940 198,340 212,050 214,460

世帯主に配偶関係「離婚」の者がいる 29.5% 37.8% 43.7% 49.6%

新世帯類型

世帯数

表10-2　世帯主と子供と両親がいる世帯数、及びうち世帯主に離婚の者がいる世帯の割合、
   　　 世帯主と子供とひとり親がいる世帯数、及びうち世帯主に離婚の者がいる世帯の割合
　　　　－全国（1980年、1990年、2000年、2010年）
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（５）急増した非親族世帯の中身

要因は、「世帯主とその他から成る世帯」の増加にあり。

43

非親族世帯の続柄の構成 1980年 2010年 倍率

総数 61,480 345,730 5.62

　　世帯主と住み込みの雇人とその他から成る世帯 390 190 0.49

　　世帯主と住み込みの雇人から成る世帯 16,350 5,090 0.31

　　世帯主とその他から成る世帯 44,740 340,450 7.61

表11　非親族世帯の続柄の構成（３区分）別非親族世帯数－全国（1980年、2010年）

・「世帯主とその他から成る世帯」の構造

表12 世帯人員（４区分）、世帯人員が２人の世帯の同居形態（３区分）別、

世帯主とその他から成る非親族世帯数－全国（1980年、2010年）

44

世帯人員、世帯人員が２
人の世帯の同居形態

1980年 2010年
構成比

（2010年）

倍率
1980年

～
2010年

総数 44,740 340,450 7.61

　　世帯人員２人 41,610 327,220 100.00% 7.86

　　　　男性同居 370 14,450 4.42% 39.55

　　　　女性同居 810 13,600 4.16% 16.84

　　　　異性同居 40,430 299,180 91.43% 7.40

　　世帯人員３人 2,060 8,980 4.36

　　世帯人員４人 800 3,100 3.90

　　世帯人員５人以上 280 1,160 4.16
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図５ 同棲世帯数の推移
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図６ 年齢（10歳階級）別同棲世帯数（女性・男性）
－全国
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図７ 年齢（10歳階級）別同棲世帯数及び世帯主夫婦の
みの世帯数の割合（女性・男性）－全国（2010年）

47

図８ 年齢階級（３区分）別同棲世帯の割合の推移
（女性・男性）－全国
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図９ 年齢（10歳階級）別同棲世帯及び世帯主夫婦の
みの世帯の就業者率（女性・男性）－全国（2010年）

49

図10 男女、年齢（10歳階級）別、同棲世帯の割合
－全国（2010年）
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図11 男女、配偶関係（３区分）別、同棲世帯の割合
－全国（2010年）

51

５、まとめ

• 昨年実施された国勢調査は、家族類型が公表されて45年目の調査に当た

る。家族類型には十分な実績があるが、利用の視点を変えることにより、
世帯分類に新しい価値を付与することができる。そのためには、世帯分類
自体を変える必要があるが、国勢調査のデータはそれに応えることができ
る。

• 政府は今、56年ぶりに日本で開催される東京オリンピックを、日本経済再

活性の絶好の機会と捉え、国、地方、民間に対し、そのためのアイデアを
求められている。個人消費という観点から世帯分類を考えるというユニー
クな発想から始めたこの研究の成果である新世帯類型は、その要請に応
えるものである。

• この成果を、奇抜な研究の一つとして受け流すか、実社会に役立つ統計
情報として活用されるか、統計当局にご検討いただきたいと思っておりま
す。この新しい統計情報が国勢調査の結果として世に出、国勢調査の価
値が更に高まることを願いながら。

52
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